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年度 機材 国（45%） 県（25%） JAC 計
平成 8 SAAB 4 億 9329 万円 2 億 7405 万円 5 億 1571 万円 12 億 8305 万円
平成 9 SAAB 5 億 7896 万円 3 億 2164 万円 5 億 3280 万円 14 億 3340 万円
平成 15 Q400 10 億 4014 万円 5 億 7786 万円 9 億 5026 万円 25 億 6826 万円
平成 16 Q400 11 億     85 万円 6 億 1158 万円 10 億   572 万円 27 億 1815 万円
平成 17 Q400 9 億 3708 万円 5 億 2060 万円 8 億 5749 万円 23 億 1517 万円





























































は 20 機（ボーイング 787-8 型 11 機，ボーイング 777-200 型 3 機，ボーイ





















する 21。例えば，ボーイング 787-8 型の場合，2004 年 4 月にANAが 50 機発注し












































































空機取得との関連で， IAS第 20 号「政府補助金の会計処理及び政府援助の開示」
28　佐藤他[2014]，224-226頁を参照し仕訳例を作成。
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　　　　（借）現金預金　　　　   750　　（貸）繰延収益　　　　   750
　　　・減価償却実施時
　　　　（借）減価償却費　　　   100　　（貸）航空機　　　　　   100




　　　　（借）現金預金　　　　   750　　（貸）航空機　　　　　   750
　　　・減価償却実施時



























































（出所）スカイマーク株式会社「平成 27 年 3 月期 第 1 四半期

















　　　　  （解約違約金に相当）　　　　    未　払　金　　  40
　②　固定資産の減損に係る会計基準を適用することを前提
　　（借）減損損失　　　260　　　（貸）建設仮勘定　　260








































耐 用 年 数 17 ～ 20 年 12 ～ 27 年 2 ～ 10 年 8 ～ 20 年
（出所）ANAホールディングス[2013]，65 頁，日本航空株式会社[2013]，65 頁，
　　　  スカイマーク株式会社[2013]，53 頁，及び株式会社スターフライヤー
























が考えられ，それぞれ定額法で 10 年，5 年，3 年の減価償却などが想定されて
いる 44。
　ここでは，ANAの事例から今後の課題について示しておきたい。ANAは，

























　（出所）ANA，平成 26 年３月期 第１四半期決算短信（日本基準，連結，　










てみていくことにしよう。JALは，2013 年 3 月期に主要な設備の売却として航
空機 14 機を売却している。有価証券報告書の提出会社であるJALは，マクド
ネル・ダグラスMD-90 型を 11 機，ボーイング 767-300D型を 1 機売却しており，
子会社である日本トランスオーシャン航空株式会社（以下，JTA）は，ボーイ
ング 737-400 型を 2 機売却している 48。
　実際の売却に伴う金額を見てみると，連結損益及び包括利益計算書の営業外
収益に計上されている航空機材売却益は，32 億 21 百万円であり，営業外費用






















































































29 39.4 34.3 155,000 177
（注）Boeing737-800 型機 29 機のうち、１機はGenesis Funding Norway 1 AS、１
機はGate Leasing (Norway) A.S.、４機はGecas Aircraft Leasing Norway AS、
２機はWells Fargo Bank Northwest NA、１機はALC B378 35228, LLC、１
機はAvolon Aerospace Norway 1 Limited、１機はMacquarie Aerospace Inc.、
１機はNBB Black Swan、１機はBOC Aviation Corporation、１機はNBB 
Bluejay、１機はSKK Corporation、５機はBank of Utah as owner trustee、１
機はNBB Hummingbird、１機はNBB Ostrich、１機は三菱UFJリース株式
会社、２機はGY Aviation Lease (Norway) Co. AS、２機はAWAS Norway I 


















図表 13　SKYにおけるオペレーティング ・ リース取引に係る未経過リース料
（単位：百万円）
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図表 14　上場４社の航空機保有方法と機数， 割合













1 機(0%) 0 機(0%) 0 機(0%)
オペレーティン
グ・リース


















54　“A continued pro-active ﬂeet policy”，http://www.airfranceklm-ﬁnance.com/en/Group/Fleet（2013年12月
末時点）.











































































ANAホールディングス[2013]「有価証券報告書」， 第 63 期（平成 24 年 4 月 1 日
‐平成 25 年 3 月 31 日）。
沖縄県[2013]「平成 24 年度　離島航（空）路就航可能性調査報告書　概要版」，
平成 25 年 2 月，沖縄県。
鹿児島県交通政策課におけるヒアリング資料[2014]「鹿児島県の離島航空路線
支援方策について（資料）」，平成 26 年 5 月 22 日，鹿児島県庁内にて筆者
ヒアリング。
株式会社スターフライヤー [2013]「有価証券報告書」， 第 11 期（平成 24 年 4 月
1 日‐平成 25 年 3 月 31 日）。
企業会計基準委員会[2012]企業会計基準適用指針第 6 号「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」，平成 24 年 5 月 17 日。
企業会計基準委員会[2012]企業会計基準第 13 号「リース取引に関する会計基
準」，平成 19 年 3 月 30 日。
企業会計審議会[2004]「固定資産の減損に係る会計基準」。
菊谷正人編著[2014]『IFRSにおける資産会計の総合的検討』税務経理協会。
金融財政事情研究会編[2012]『【第 12 次】業種別審査辞典　第 9 巻』きんざい。
公益社団法人リース事業協会[2014]「3 月 18 日・19 日開催のIASB・FASB合同
会議の審議に対する意見」，平成 26 年 5 月 19 日。
佐藤信彦[2013]「IASB/FASB共同プロジェクト　改訂公開草案「リース」の分析」







スカイマーク株式会社[2013]「有価証券報告書」， 第 17 期（平成 24 年 4 月 1 日
‐平成 25 年 3 月 31 日）。
スカイマーク株式会社[2014]「有価証券報告書」， 第 18 期（平成 25 年 4 月 1 日





引当金）『会計人コース』2011 年 2 月号，93-97 頁。
宗田健一[2013]「空運業の簿記・会計実務に関する研究(1)―業種固有の経営環








研究』（日本簿記学会・簿記実務研究部会＜中間報告＞），2013 年 8 月 31 日，
日本簿記学会。
日本航空株式会社[2013]「有価証券報告書」，第 64 期（平成 24 年 4 月 1 日‐平





www.jadc.or.jp/jadcdata.htm（2014 年 6 月 14 日現在）。
福田直志[2010]「航空業界におけるグローバルな提携の効果と競争戦略」，早稲
田大学TIJ寄附講義「ツーリズム産業論」資料，2010 年 5 月 20 日。
Alexander L.G. and Andrew B[2005] Case Studies and Theory Development in the 
Social Sciences, Cambridge, Mass.: MIT Press（泉川泰博訳] 2013]『社会科学
のケース・スタディ　理論形成のための定性的手法』勁草書房）
Doganis, R. [2010] Flying off Course -Airline Economics and Marketing : Furth Edition, 
Routledge.
International Accounting Standards Board[2013a]，IAS　No.16，Property, Plant and 
Equipment.
International Accounting Standards Board[2013b]，IAS　No.20，Accounting for 
Government Grants and Disclosure of Government Assistance.
Morrell, P. [2013] Airline Finance : Fourth Edition, Ashgate Publishing Limited.
Paul Clark[2007] Buying the Big JETS， Ashgate Publishing Limited.（柴田匡平訳[2013]
『買うべき旅客機とは？　航空会社の機材計画のすべて』イカロス出版）










商　経　論　叢（第 65 号） 31
運業におけるアライアンス取引に関する会計処理の実態分析」（代表）（課題番
号：26870805）の助成，及び鹿児島県立短期大学地域研究所の個人研究プロジェ
クト「離島間交通機関としてのコミューター航空の研究」（代表）の助成を受
けた研究成果の一部である。
　執筆に際しては，鹿児島県企画部交通政策課航空対策係の東俊浩氏と大迫弘
樹氏，沖縄県行政情報センターより貴重な資料の提供を受けた。ここに記して
厚く御礼を申し上げる。

